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　設定来の基準価額の推移
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分配金再投資基準価額(左軸)

基準価額(左軸)

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.628％（税抜1.48％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 8,891 円

 純資産総額 134.1 億円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲7.60% ▲11.12% 　　 － 　　 － 　　 － ▲11.09%

参考指数 1.03% 8.82% 　　 － 　　 － 　　 － 8.18%

※基準価額は1万口当たりです。

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）です。また、参考指数の設定来騰落率は、

設定日前営業日の終値との比較です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数

（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の

知的財産です。

設定来合計 －　円

　最近5期の分配金の推移

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

　ポートフォリオ構成比率

株式 92.8% 

(内国内株式） (92.8%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 7.2% 

98.8% 

組入銘柄数 40銘柄 

マザーファンド組入比率

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンド組入比率を除く）。
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　ジャパン・クリエイティブコンテンツ関連株マザーファンドの状況（1）

　組入上位10銘柄

銘柄名 業種 比率 銘柄概要

1 ソニーグループ 電気機器 6.5%

電子製品メーカー。電子製品を製造・販売し、関連ソリューションを提
供する。テレビ、カメラ、携帯電話、オーディオ・ビデオ製品、ゲーム機
器などを製造。ゲーム制作、映画制作、音楽制作、その他の事業も手
掛ける。

2 任天堂 その他製品 5.7%
ビデオゲームメーカー。家庭用レジャー機器の開発、製造、販売を手
掛ける。家庭用のビデオゲームハードウェアおよびソフトウェア製品
を製造する。世界各地で製品を販売。

3 コナミグループ 情報・通信業 4.5%

デジタルエンターテインメントおよびゲーム製品の開発会社。テレビ
ゲーム、モバイルゲーム、コンピューターゲームなどの製品を制作す
る。ヘルスクラブ、フィットネスクラブ、ゲーム機器やフィットネス機器
なども手掛ける。

4 バンダイナムコホールディングス その他製品 4.4%
エンターテインメント・コンテンツ会社。ネットワークコンテンツおよび
ホームビデオゲームの企画、開発、販売などのサービスを提供する。
玩具、カード、食品、衣料品、雑貨、プラモデル、その他製品も製造。

5 東映アニメーション 情報・通信業 4.3%
劇場用およびテレビ用アニメの制作と販売を行う。同社は他社への
映像権や商品化権などの版権の販売、さらにアニメキャラクターを
活用したイベントも展開する。

6 ネクソン 情報・通信業 4.2%
主にオンラインゲームの設計開発及び配信事業に従事。またモバイル
ゲーム事業やオンラインゲームに関するコンサルティングサービスも
手掛ける。

7 東宝 情報・通信業 3.9%
映画の製作および配給を行う。同社は、キャラクターグッズの販売や
洋画の配給、演劇場運営、また、都市部を中心に直営映画館の運営
も行う。

8 日本テレビホールディングス 情報・通信業 3.8%
全国ネットでテレビ番組を取材および制作、放送。デジタル衛星放送
も行う。また、出版物発行や音楽会・美術展主催などのエンターテイ
ンメント事業も営む。同社は読売新聞の系列会社。

9 サイバーエージェント サービス業 3.8%
インターネット広告、ABEMA等のメディアIP事業、ゲーム事業を主
力とするインターネット総合サービス企業。

10 カプコン 情報・通信業 3.4%
家庭用ゲーム機器向けのソフトウェアを開発。業務用ゲーム機器の開
発および製造、販売、賃貸も行う。またアミューズメント施設の運営
も行う。

※比率は、ジャパン・クリエイティブコンテンツ関連株マザーファンドの純資産総額に対する組入比率です。
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　ジャパン・クリエイティブコンテンツ関連株マザーファンドの状況（2）

　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境＞

12月の国内株式市場は緩やかに上昇しました。月初は、日銀の植田総裁の発言をきっかけに利上げが実施されるとの見方が広まったこ

とから株価はやや下落しましたが、その後、トランプ政権がロボティクス分野に関する大統領令の発出を検討しているとの報道や都内での

国際ロボット展の開催をきっかけにフィジカルAI（現実世界を認識して行動するAI）への関心が高まり、日本株にも恩恵が多いという期待

感から株価は持ち直しました。中旬は、米大手ソフトウェア企業がAIへの設備投資を拡大する姿勢を打ち出したことで、AIへの過剰投資懸

念が再燃し、株価は下落しました。その後、日銀の金融政策決定会合で利上げが決定されましたが、植田総裁の会見を受けて今後の利上げ

への警戒感が薄れたことから、株価は反発しました。下旬は、拡張的な財政政策が国内景気を下支えするという期待感から、年末を控えた

薄商いの中、株価は底堅く推移しました。

＜運用経過＞

当ファンドの運用につきましては、「ジャパン・クリエイティブコンテンツ関連株マザーファンド（以下マザーファンド）」を通じて行っておりま

す。

12月は、日本銀行の利上げ示唆を受けた金利動向への警戒感の高まり、日中関係の悪化を受けた海外ビジネスへの成長期待の後退など

を背景としたコンテンツ関連株の調整が続き、基準価額は下落しました。個別銘柄の売買につきましては、コンテンツ関連のグッズ製造に関

連する銘柄や電子書籍関連銘柄の買付を行った一方、VTuber関連株やイベント関連株などの売却を実施しました。

この間、基準価額に対しては、アミューズメント施設関連株やオンラインゲーム関連株がプラスに寄与した一方、コンソールゲーム関連株や

VTuber関連株がマイナスに影響しました。

＜今後の運用方針＞

今後の国内株式市場は、緩やかな上昇が継続すると予想します。このところ、牽引役が交代しながら市場全体が緩やかに上昇しています。

バリュエーションが上値を抑えているようにも見えません。相対的な売り圧力の低さで株価が押し上げられているという印象が強く、この状

況がすぐに変わるとは考えづらいところです。高市政権に対する高い支持率の持続性と、年央に公表される「骨太の方針」や「成長戦略」が

注目点です。米国の利下げが視野に入ってくるようになれば、AI・半導体株を中心とした株価上昇が再び本格化していくと見ています。

当ファンドの運用は、マザーファンドを通じて行ってまいります。マザーファンドの運用につきましては、アニメ、ゲーム、キャラクター、音楽、

映像などのコンテンツや、関連するブランド、ライセンス、ノウハウなどの知的財産を保有する企業や、コンテンツビジネスに関わる企業の中

から、事業環境、業績動向、バリュエーション等を総合的に勘案して、組入銘柄や投資比率を選定します。

当ファンドの設定以降、コンテンツ関連株の不振が続いておりますが、足元の株価水準は複数の懸念材料を強く織り込んだ水準にあると

分析しております。今後、市場の関心が外部要因や金利動向から企業業績や個別の成長材料へと移っていく局面においては、コンテンツ関

連株の再評価が進むと想定しております。また、今後の運用につきましては、株価の調整が進んだことで割安感が強まっている銘柄の買付

を行う一方、10‐12月期の業績が期待を下回る可能性が高い銘柄については、売却を進める方針です。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

　組入上位10業種

業種 比率

1 情報・通信業 51.6% 

2 その他製品 13.7% 

3 サービス業 9.3% 

4 電気機器 7.4% 

5 機械 5.5% 

6 卸売業 5.3% 

7 陸運業 1.1% 

8 　　　　　　 　－ －%

9 　　　　　　 　－ －%

10 　　　　　　 　－ －%

※比率は、ジャパン・クリエイティブコンテンツ関連株マザーファンドの

純資産総額に対する組入比率です。
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　ファンド情報

設　定　日 2025年9月26日

償　還　日 2046年2月9日

決　算　日 毎年2月12日および8月12日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色
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　投資リスク（1）
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）
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日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

三津井証券株式会社 北陸財務局長（金商）第14号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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